
◎個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律 
（令和二年六月一二日法律第四四号）   

一、提案理由（令和二年五月二〇日・衆議院内閣委員会） 

○衛藤国務大臣 個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、

その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 個人情報に対する意識の高まり、技術革新を踏まえた保護と利用のバランス、個人情

報が多様に利活用される時代における事業者責任のあり方及び越境移転データの流通増

大に伴う新たなリスクへの対応等の観点から、個人情報の漏えい等が生じた場合におけ

る委員会への報告及び本人への通知を義務づけ、個人情報等の外国における取扱いに対

する個人情報の保護に関する法律の適用範囲を拡大するとともに、個人情報に含まれる

記述等の削除等により他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができない

ように加工した仮名加工情報の取扱いについての規律を定める等、個人情報等に係る制

度について所要の改正を行う必要があります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、イノベーションを促進する観点から、他の情報と照合しない限り特定の個人

を識別することができないように個人情報を加工したものを仮名加工情報と定義し、そ

の加工方法を定めるとともに、その取扱いについての規定を整備することとしておりま

す。 

 第二に、個人データの漏えい等の事態が生じたときの個人情報保護委員会への報告等

についての規定を整備することとしております。 

 第三に、保有個人データに関する本人の関与を強化する観点から、保有個人データの

取扱いにより本人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場合等における当該保

有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止の請求についての規定を整備する

こととしております。 

 第四に、個人情報の取扱いに係る違反行為に対する実効性を確保する観点から、個人

情報保護委員会による命令等に違反した行為者及び法人に対する罰則の法定刑を引き上

げることとしております。 

 第五に、国際的なデータ流通量の増大に対応する観点から、外国にある第三者への個

人データを提供する場合の情報の提供についての規定を整備するとともに、国内にある

者に対する物品又は役務の提供に関連して、国内にある者を本人とする個人情報等を、

外国において取り扱う場合について、この法律を適用することとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うとともに、個人データの漏えい等の事態が生じ

たときの個人情報保護委員会への報告等についての規定を整備すること等に伴い、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び医療分野の研

究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律について、所要の改正を行います。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 



 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院内閣委員長報告（令和二年五月二八日） 

○松本文明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、個人情報の保護及び有用性の確保に資するため、個人情報の漏えい等が生じ

た場合における報告及び本人への通知を義務づけ、個人情報等の外国における取扱いに

対する個人情報の保護に関する法律の適用範囲を拡大するとともに、仮名加工情報の取

扱いについての規律を定める等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る五月十九日本委員会に付託され、翌二十日衛藤国務大臣から提案理由の

説明を聴取いたしました。次いで、二十二日に質疑を行い、二十七日、質疑を終局し、

討論、採決の結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二七日） 

 高度情報通信社会の進展に伴い集積される個人情報の利活用に際し、個人の権利利益

の保護を図りながら個人情報の利活用を行うことが、より良い社会環境の発展のために

一層重要な課題になっていることを踏まえ、政府は、本法の施行に当たり、特に次の諸

点について適切な措置を講ずべきである。 

一 個人情報に関する定義等を政令等で定めるに当たっては、国民に分かりやすいもの

となるよう、消費者や事業者等多様な主体から広く丁寧に意見を聴取し、保護対象を

可能な限り明確化する等の措置を講ずること。 

二 匿名加工情報及び仮名加工情報の規定の趣旨が個人の権利利益の保護を図りながら

個人情報の利活用を行うものであることに鑑み、個人情報取扱事業者が匿名加工情報

及び仮名加工情報を作成する際に必要となる基準を個人情報保護委員会規則で定める

に当たっては、個人の権利利益の保護と個人情報の利活用との均衡について十分に配

慮すること。 

三 個人情報の漏えい等の報告及び本人への通知の義務化の対象を個人情報保護委員会

規則で定めるに当たっては、国民及び個人情報取扱事業者に分かりやすいものとなる

よう、消費者や事業者等多様な主体から広く丁寧に意見を聴取し、義務化の対象とな

る要件を可能な限り明確化するとともに、漏えい等事案の発生が認知されずに必要な

措置が不十分になるような事態及び本人が被害・影響を被るような事態が生じないよ

うにするために必要な措置を講ずるとともに、その運用状況や実態を踏まえ、更なる

措置についても検討すること。 

四 保有個人データの開示方法、第三者提供記録の本人開示、利用停止・消去権等の個

人の権利の拡充に伴い、その目的と実効性を確保するため、消費者及び事業者等に分

かりやすく、その趣旨等をガイドライン等で具体的に示すなど、必要な措置を講ずる



こと。 

五 個人関連情報の第三者提供の制限等については、その実効性を確保するために解釈

基準を明確にするなど適切な運用が図られるようにするとともに、その運用状況を把

握して適正な個人情報の保護と利活用について更なる検討を行うこと。 

六 情報通信技術の急速な進展に伴い個人情報の利活用が高度化していることにより、

データの利活用による個人の権利利益に対する影響が多様化していることから、個人

の権利利益の保護を図りながら個人情報の利活用を行うよう、個人情報保護委員会は、

民間の実態を常に広く把握し、制度面を含めた検討を随時行い、その結果に基づいて

必要な措置を講ずること。 

三、参議院内閣委員長報告（令和二年六月五日） 

○水落敏栄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、個人情報の保護及び有用性の確保に資するため、個人情報の漏えい等が

生じた場合における報告及び本人への通知を義務付け、個人情報等の外国における取扱

いに対する個人情報の保護に関する法律の適用範囲を拡大するとともに、個人情報に含

まれる記述等の削除等により他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することがで

きないように加工した仮名加工情報の取扱いについての規律を定める等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 委員会におきましては、個人情報の保護の強化とデータの利活用の在り方、個人デー

タの漏えい報告や利用停止等に係る要件等の明確化と周知の必要性、個人情報保護法制

の今後の課題等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より反対の旨の意見

が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年六月四日） 

 高度情報通信社会の進展に伴い集積される個人情報の利活用に際し、個人の権利利益

の保護を図りながら個人情報の利活用を行うことが、より良い社会環境の発展のために

一層重要な課題になっていることを踏まえ、政府は、本法の施行に当たり、次の諸点に

ついて適切な措置を講ずるべきである。 

一 個人情報に関する定義等を政令等で定めるに当たっては、国民に分かりやすいもの

となるよう、消費者や事業者等多様な主体から広く丁寧に意見を聴取し、保護対象を

可能な限り明確化する等の措置を講ずること。 



二 匿名加工情報及び仮名加工情報の規定の趣旨が個人の権利利益の保護を図りながら

個人情報の利活用を行うものであることに鑑み、個人情報取扱事業者が匿名加工情報

及び仮名加工情報を作成する際に必要となる基準を個人情報保護委員会規則で定める

に当たっては、個人の権利利益の保護と個人情報の利活用との均衡について十分に配

慮すること。 

三 個人情報の不適正な利用の禁止に関しては、個人の権利利益を保護しつつ個人情報

の適切な利活用を促すため、ガイドライン等において、「違法又は不当な行為を助長

し、又は誘発するおそれがある方法」の具体的な事例を挙げるなど、可能な限り明確

化を図ること。 

四 個人情報の漏えい等の報告及び本人への通知の義務化の対象を個人情報保護委員会

規則で定めるに当たっては、国民及び個人情報取扱事業者に分かりやすいものとなる

よう、消費者や事業者等多様な主体から広く丁寧に意見を聴取し、義務化の対象とな

る要件を可能な限り明確化すること。また、漏えい等事案の発生が認知されずに必要

な措置が不十分になるような事態及び本人が被害・影響を受けるような事態が生じな

いようにするために必要な措置を講ずるとともに、その運用状況や実態を踏まえ、更

なる措置についても検討すること。 

五 保有個人データの開示方法、第三者提供記録の本人開示、利用停止・消去権等の個

人の権利の拡充に伴い、その目的と実効性を確保するため、消費者及び事業者等に分

かりやすく、その趣旨や利用停止等の請求が可能となる「本人の権利又は正当な利益

が害されるおそれがある」場合及び事業者が請求に応じないことが例外的に許容され

る場合の事例等をガイドライン等で具体的に示すなど、必要な措置を講ずること。 

六 個人関連情報の第三者提供の制限等については、その実効性を確保するために解釈

基準を明確にするなど適切な運用が図られるようにするとともに、その運用状況を把

握して適正な個人情報の保護と利活用について更なる検討を行うこと。 

七 本法の域外適用の強化に当たっては、外国事業者に対して関係規定を確実に適用で

きるよう、外国執行当局との一層の協力体制の構築・維持に努めること。 

八 違反行為に対する規制の実効性を十分に確保するため、課徴金制度の導入について

は、我が国他法令における立法事例や国際的な動向も踏まえつつ引き続き検討を行う

こと。 

九 民間、行政機関等における個人情報保護に係る規定や地方公共団体の個人情報保護

制度に係る国と地方の役割分担等について議論を進め、法律による一元化を含めた規

律の在り方について早急に検討すること。 

十 情報通信技術の急速な進展に伴い個人情報の利活用が高度化していることにより、

データの利活用による個人の権利利益に対する影響が多様化していることから、個人

の権利利益の保護を図りながら個人情報の利活用を行うよう、個人情報保護委員会は、

民間の実態を常に広く把握し、制度面を含めた検討を随時行い、その結果に基づいて



必要な措置を講ずること。 

十一 個人の権利利益の保護とデータの利活用とのバランスを考慮に入れつつ、情報通

信技術の進展等を踏まえ、三年後を目途とする見直しまでに不断の情報収集と制度の

改善策の検討を行うこと。また、見直しに当たっては、ＥＵにおけるＧＤＰＲ（一般

データ保護規則）など諸外国の事例を参考にすること。 

十二 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための接触確認アプリ等のツールを

導入する際には、諸外国における活用の実態と課題を踏まえ、個人に関する情報の収

集範囲や利用プロセスの透明性を確保するとともに、利用目的を明確にし、収集する

情報は必要最小限のものとすること。 

  右決議する。 

 


